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資 料

福Ｒ6.8.22

飛騨高山まちの体験交流館の指定管理について

１．概要

飛騨高山まちの体験交流館（以下「体験交流館」という。）の令和５年度の指定管理料につ

いては、昨今の最低賃金の上昇や人員不足、労働者の処遇改善等の課題への対応として２，０

０５千円を人件費として増額することを高山市と㈱ジエック経営コンサルタント（以下「ジエ

ック」という。）との間で協議し、令和６年３月２９日に変更協定を締結した。

この件に関し、体験交流館の従業員（以下「Ａ氏」という。）から市に対し、ジエックから

従業員へ人件費増額分の支給が行われておらず賃金が改善されないのではないかという相談が

あったため、市からジエックに対して状況確認を行うために積算内容を再確認したところ、１，

２１６千円の算定誤りがあり、正しくは７８９千円であることが判明した。

本件に関しては、令和６年６月市議会の一般質問で取り上げられ、指定管理料の算定誤り、

人件費増額に対する指定管理者の対応、市の情報隠蔽疑い、体験交流館従業員による指定管理

業務以外の業務への従事、指定管理料の運用、Ａ氏への不当な扱い、指定管理者に対する処分

について指摘があった。

そのため、市では、対応した市職員やジエック関係者等に対しての個別の聞き取り等により、

指摘された事項の調査を行ったので、調査結果及びその対応について報告する。

２．経緯（時系列による整理）

令和６年

２月２１日 労働者の賃金改善等を目的とした指定管理料の変更について全指定管理者に対し

て協議する中で、体験交流館の令和５年度指定管理料を２，００５千円増額する

ことについて市からジエックに対して協議

協議書には労働関係法令の遵守や、従業員の雇用条件改善に留意するよう記載

２月下旬 Ａ氏から市に対し、指定管理料増額分２，００５千円の積算内訳及び各従業員に

どのように分配するべきか問い合わせがあった

その後もＡ氏から市に対し、積算内訳等に関する問い合わせが継続的に行われる

３月１８日 ジエックが市に対し、指定管理料の変更協議についての同意書を提出

３月下旬 Ａ氏から市に対し、指定管理料の増額分にかかるジエックの対応について懸念が

あるとの申し出

Ａ氏からは、その後も市の様々な部局の職員に同様の話あり

３月２６日 市議会３月定例会において、指定管理料増額の補正予算成立
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３月２９日 市とジエックとの間で２，００５千円増額の指定管理料変更協定を締結

４月１１日 ジエックから市及びＡ氏に対し、指定管理料増額分の対応について説明があり、

令和５年度の給与において、既に従業員への昇給や臨時賞与などの対応を行って

いるとの認識が示される

４月２６日 市がジエックに対し、指定管理料増額分２，００５千円を支出

５月 ９日 市がジエックに対して賃金改善状況を確認するため、人件費増額補正積算資料を

再確認した結果、算定誤りが判明（１，２１６千円の過大積算で、正しくは７８

９千円）

５月１４日 賃金改善について、市とジエックが協議

ジエックから市に対し、今回増額の対象となる体験交流館の従業員に対し、令和

５年度のそれぞれの総労働時間に応じて一時金を支払う方針が示される

５月１７日 市からジエックに対し、指定管理料変更において１，２１６千円が過大積算であ

ることを報告し、市への返金についてジエックが了承（５月２３日に返金）

５月３１日 ジエックが体験交流館の時間給の従業員に、一時金を支払い

６月 ７日 市議会６月定例会において、本件に関する一般質問があり、指摘事項について調

査を行い報告する旨を答弁

６月２５日 ジエック代表取締役社長、体験交流館従業員等に対し市が聞き取りを実施し事実

～８月９日 関係を確認

３．調査結果及びその対応

別紙のとおり



一般質問等指摘事項 調査結果 市の判断、対応等

１．指定管理料の算定誤りについて

① 指定管理料増額変更額算定において１，２１６千
円の誤りが発生した理由

・今回の算定にあたっては、市の会計年度任用職員の賃金単価の上昇にあわせて、各施設の職員区分
ごとの勤務時間、賃金単価(月給、時給）などから、増額対象となる職員の人件費を計算するとともに、増
額の対象とならない正職員の人件費も含めて変更後の人件費総額を計算し、変更前の人件費総額との
差額を増額変更額とした。
・指定管理料算定の事務を担当する文化財課職員が、変更後の人件費の総額を計算する際に、正職員
の勤務時間について変更前と同様に正しくは６時間で計算すべきところを、７．７５時間で計算してしまい、
その分の人件費が増額し、増額変更額が過大な算定となった。

・誤りの発生原因は、担当職員の業務内容の認識不足によるものであった。
・点検業務でも誤りに気付くことができず、職場内の確認体制も不十分であっ
た。
・指定管理料の積算にあたっては、担当職員は施設の業務内容や算定根拠
等を正しく把握して業務を行うとともに、職場内のチェックを厳格に行うなど再
発防止に努める。

② 指定管理料増額変更額７８９千円の内訳 ・今回の指定管理料増額の積算内訳は下記のとおり。
市の会計年度任用職員に相当する職員（月給）１人　１２１，２２３円
市の会計年度任用職員に相当する職員（時給）４人　５９１，６５６円（年間２５２日勤務）
市の会計年度任用職員に相当する職員（時給）１人　　７５，９００円（年間１５０日勤務）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　合計　７８８，７７９円

２．人件費増額に対する指定管理者の対応について

① 体験交流館における人件費増額の対応状況 ・今回の人件費増額は、市の会計年度任用職員の賃金単価の上昇にあわせて、指定管理料の積算にお
いて対象としている職員の人件費の見直しを行ったもの。
・今回の人件費増額以前からジエックが令和５年度中に自発的に行っていた給与改善額（A）と、追加で
行った一時金の支給額（B）（それぞれ社会保険料等関係費含む）について調査を実施。
（A）令和５年度中の給与改善額　合計４４８，８３０円
（B）市とジエックで協議し、市からの指導の結果、時間給の従業員に対して令和５年度の総労働時間に応
じて支払われた一時金　合計３５１，６４５円

・ジエックが事前に行っていた給与改善額４４８，８３０円と、市からの指導によ
り行った一時金の支給３５１，６４５円の合計８００，４７５円が人件費増額の対
応として実施されており、今回の指定管理料の増額変更額７８９千円を超える
対応がされていると認めた。

② 指定管理者に対する指定管理料積算根拠非公
開及び使途の説明不足等市の対応不備

・ジエックは、指定管理料増額の主旨や対応方法、条件等が十分理解できていなかった。 ・指定管理料の積算内容は非公開としているため、増額変更の主旨や方法
等について、市から十分な説明を行い、不明な点は丁寧に聞き取るべきであ
ったが、通知文書及びその後の説明が十分でなかったことも今回の事案を招
いた一因であったと捉えている。
・指定管理者への通知においては、具体的な対応方法の例示を示すことや
個別に説明を行うなど丁寧な説明を行う。

３．市の情報隠蔽疑いについて

① 指定管理料の算定誤りに関連した情報隠蔽疑い ・市議会６月定例会一般質問において指摘があった下記の２件の事案について調査を行った。
・「A氏による指定管理料増額分２，００５千円が間違いであるとの市への指摘に対し、市職員が根拠を答
えずにこれで合っていると言い張った」という件については、算定誤りに関する指摘はなかったことをＡ氏
に確認した。
・「A氏が第三者に依頼し市に間違いを指摘したところ市はミスを認め、第三者に口止めをした」という件に
ついては、第三者が市に間違いを指摘したり、市が第三者に口止めを行った事実はなかったことを第三
者に確認した。

・市は情報隠蔽はしていなかった。

４．体験交流館従業員による指定管理業務以外の業務への従事について

① 体験交流館従業員による指定管理業務以外の業
務への従事可否

・体験交流館従業員から他の業務への関わりを聞き取ったところ、２日間で計２時間程度、体験交流館従
業員がジエックが運営するカフェの業務に従事していたことを確認した。
・また体験交流館の経理状況を確認した結果、カフェに従事していた時間分の人件費が指定管理料から
支出されていた。

・指定管理業務以外の業務に従事した人件費は、指定管理料以外から支出
すべきである。
・指定管理業務以外の業務に従事する場合の職員管理、経理を適正に行う
ようジエックに指導した。
・体験交流館指定管理料の決算額から、カフェで勤務を行った時間分の人
件費を減額する是正を指示した。

別　　紙調査結果及びその対応
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一般質問等指摘事項 調査結果 市の判断、対応等

５．指定管理料の運用について

① 指定管理料から体験交流館に常勤していない職
員に支払われている給与額の妥当性

・体験交流館の指定管理料から、体験交流館に常勤していない職員（以下「B氏」という。）に対して給与が
支払われており、その妥当性について確認を行った。
・B氏は飛騨地域の業務を総括する職員で、体験交流館以外にも飛騨地域３施設の業務に携わっており
、体験交流館の指定管理料から支払われている割合は概ね３割であった。
・B氏の体験交流館にかかる業務内容は、体験事業実施業者との打ち合わせ、本社での体験交流館に関
する運営状況の報告、調整、各地での営業活動などであった。
・体験交流館従業員への聞き取りでは、B氏を体験交流館で見かけることは少なかったとの話があった。

・複数の施設の業務を実施する職員の給与を、他の施設と案分して支払うこ
とについては問題ない。
・B氏を体験交流館であまり見かけなかったとの話もあるが、事業者との打合
せ、本社での業務、営業活動など体験交流館以外でも多くの業務を行って
いることや、B氏が業務に携わる飛騨地域４施設の規模などを総合的にみて３
割の支出は妥当なものと判断した。

② 指定管理料からジエック本社へ支払われている事
務関連経費の妥当性

・事務関連経費の内容は、体験交流館分を含む請求や支払い等を行う本社経理担当職員の人件費の一
部、給与や社会保険料の事務を行う本社総務担当職員の人件費の一部のほか、イベント情報等の印刷
物の作成を行う本社デザイン担当職員の人件費の一部及び作成費、インターネットサーバーの管理費な
どであった。

・ジエック本社で行う体験交流館分を含む事業経費については、令和４年度
にジエックが指定管理者となった際に協議を行っており、その時に認めてい
た事業に必要な共通経費であることを確認できたことから妥当なものであると
判断した。

③ 指定管理業務以外の業務への指定管理料流用 ・体験交流館従業員への聞き取り時に、指定管理料の一部が他の事業の口座に振り込まれているとの報
告があったため、指定管理料の銀行口座の取引明細書の確認を行った。
・体験交流館従業員の源泉所得税や社会保険料等はジエック本社で一括で支払っており、これらの費用
については本来、指定管理業務の口座から本社へ出金し、それぞれ税務署等へ支払うものであるが、調
査の結果ジエックの自主事業の口座に出金されていたことが分かった。
・ジエック経理担当職員に確認したところ、指定管理業務の口座の金融機関と本社口座の金融機関が異
なり出金に手数料がかかるが、指定管理料口座と自主事業口座は金融機関が同一で手数料がかからず
、経費削減のためこのような経理を行っているとのことであった。
・源泉所得税や社会保険料等はジエック本社から税務署等に支払われていることを確認した。
・源泉所得税や社会保険料等の金額をジエック本社口座と自主事業口座間の経理の中で清算しているこ
とも確認した。

・指定管理料として自主事業へ支払われていた源泉所得税や社会保険料等
と、本社から支出された金額を照合した結果差異はなく、流用等はなかった。
・ただし、自主事業の経理方法としては適正ではないと考えられるため、体験
交流館従業員の源泉所得税や社会保険料等は本社へ直接納入し、指定管
理事業と自主事業が明瞭に区別できるよう指導した。

６．A氏への不当な扱いについて

① 指定管理者の対応不備を指摘(公益通報)したA
氏の保護

・A氏に聞き取りを行ったところ、A氏は令和６年６月３０日付けでジエックから解雇されており、解雇の原因
は指定管理料の増額分が従業員に支払われていないことを申し出たことによるもので不当であると主張し
、解雇について納得していない。
・一方でジエック社長の聞き取りでは、A氏は４月初旬に辞意をジエックに伝えた後、一旦取り下げたが、
その後A氏が解雇による対応を求めたことから、それに基づいて解雇したもので正当だと主張している。ジ
エックの弁護士も解雇について客観的合理性及び社会的相当性が認められ、公益通報者保護法を含め
法的に問題はないものとの見解を示している。

・市では、A氏が今回の申し出を行ったことを理由にA氏に対し不利益な取扱
いをしないよう、ジエックに依頼をしてきた。
・解雇の扱いについては、A氏とジエックで主張が異なり、結論に至っていな
いので、引き続き確認をしていく。

７．指定管理者に対する処分について

① ジエックに対する高山市公の施設における指定管
理の指定の手続等に関する条例第１０条による指
定の取消しの適用

・左記条例第１０条では、指定管理者が法令又は協定に違反したときや、市長が施設の管理の適正を期
するため指定管理者に対し行う必要な指示に従わないときは、市長は指定管理者の指定を取り消し、又
は停止を命ずることができるとされている。
・調査により確認した２点の不適切な事務について、ジエックは市の指示に従って下記のとおり是正した。
①体験交流館従業員が指定管理業務以外に従事した分の人件費を指定管理料決算額から除外（上記
４．①）。
②指定管理料の適正な経理の実施（上記５．③）。
・市顧問弁護士に確認の結果、ジエックは市の求めに応じ是正を行っており、上記６．①の件を除いて、
同条例で指定の取消しの該当事由とされている法令違反や協定違反は確認されないとのことだった。

・不適切な事務については市の指示に従って是正したことをふまえ、他の指
定管理者において類似の事案が発生した場合と同様に実績評価において
該当項目の評価に反映する。
・上記６．①の件についてはまだ結論に至っていないため、結論に応じて必
要な対応を速やかに実施する。
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